
企業立地促進条例を改正しました。
　那須塩原市では、市民の雇用機会の拡大及び本市の健全な産業の振興を図るため、那須塩原市企業
立地促進条例を制定し、奨励金を交付することで企業様の設備投資を支援しています。
　令和３年12月に奨励金の拡充を行い、カーボンニュートラル実現に資する企業の特例を創設しました。
　是非、積極的な活用を御検討ください。

  条例の概要につきましては裏面をご覧ください。

栃木県那須塩原市

操業開始日の前１２か月、
後６か月の間に雇用

操業開始日の
前後６か月の間に雇用

新規雇用従業員の雇用期間の拡充
（企業立地促進奨励金、賃貸借型企業立地促進奨励金）

カーボンニュートラル実現に資する企業の特例創設
（企業立地促進奨励金）

交付期間を１年間延長

　　【新規雇用従業員】操業開始前の６か月を１年に拡充

改正点

②

改正点

①

⑴再生可能エネルギーの地産地消を行う企業

⑵電動車（EV・FCV等）・蓄電池産業、再生可能エネルギー産業、水素産業、半導体・情報通信産業の製品製造業

⑶CO2等を資源とし、技術を用いて低炭素化を図る製造業

⑷ICT、AIを活用し、生産性の向上、業務負荷の削減、製品・サービスの付加価値の創出に取り組む企業



 

 

那須塩原市産業観光部商工観光課
〒３25-8501　栃木県那須塩原市共墾社108-2

　電話 0287-62-7130
　FAX 0287-62-7223

内　　容
○企業立地に伴う用地取得費の一部を奨励金として交付します。
◎用地の取得価格の１０％、限度額１億円
（那須高林産業団地を市から取得して立地した場合には用地の取得価格の２０%、限度額１億円）

内　　容

○固定資産税相当額（企業立地に伴い取得した土地・家
屋・償却資産に係るもの）を奨励金として交付します。（限
度額なし）

(1)新設の場合
　 新規雇用従業員が２０人以上
　◎固定資産税に相当する額を５年間交付
　 新規雇用従業員が５人以上２０人未満
　◎固定資産税に相当する額を３年間交付

(2)増設、移転の場合
　 新規雇用従業員が１０人以上
　◎固定資産税に相当する額を５年間交付
　 新規雇用従業員が交付要件に定める数以上１０人未満
　◎固定資産税に相当する額を３年間交付

※ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ実現に資する企業、１年間交付延長

○月額賃借料の一部を奨励金として交付します。

◎月額賃借料の１/２、限度額は１０万円/月
　 ２４月分を限度とする。

　３．雇用促進奨励金

交付要件 ○企業立地促進奨励金・賃貸借型企業立地奨励金の交付要件に該当すること
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内　　容
○市民の雇用（正社員）の創出に対し奨励金を交付します。
◎正社員雇用1人あたり10万円、限度額１，０００万円
（那須高林産業団地を市から取得して立地した場合には１人あたり３０万円、限度額３，０００万円）

　４．用地取得奨励金

交付要件
○企業立地促進奨励金の交付要件に該当すること
○５，０００㎡以上の土地を取得し、5年以内に操業を開始すること

立地類型
固定資産を取得して事業所を新設、増設、移転する場合
　新　　　　設：本市に事業所を有しない企業が新たに事業所を設置すること
　 増設、移転：本市に事業所を有する企業が事業所を増設又は移転すること

建物を賃借して事業所を開設する場合

交付要件

○次の人数の新規雇用従業員（正社員）を新たに雇用す
ること（※本市に居住する者で、操業開始の日１２月前から操業
開始の日後６月までの間に雇用され、継続して1年以上雇用され
ている者）
　(1)新設の場合：５人以上
　(2)増設、移転の場合：３人以上（ただし、従業員数が100
　　人未満の場合は従業員数の３%以上（小数点以下切捨
　　て、１未満のときは１人））

○企業立地に伴い取得した固定資産（家屋・償却資産）の
評価額の総額が次の額以上であること
　(1)新設の場合：１億円以上
　(2)増設、移転の場合：５，０００万円以上

○立地に当たり、国、地方公共団体等から交付される補助
金の額が、新たに取得した固定資産の取得額に ３分の１を
乗じて得た額よりも少ないこと

○新規雇用従業員（正社員）を新たに５人以上雇用する
こと（※本市に居住する者で、操業開始の日１２月前から操業
開始の日後６月までの間に雇用され、継続して1年以上雇用さ
れている者）

　１．企業立地促進奨励金　２．賃貸借型企業立地奨励金

対　　象
　日本標準産業分類(平成２５年総務省告示第４０５号)に掲げる産業のうち、市長が適当と認める産業を営む法人が
対象となります。（※ほぼすべての産業の法人が対象となります。）

奨 励 金 企業立地促進奨励金 賃貸借型企業立地奨励金

　那須塩原市企業立地促進条例の概要　　　　　　　　　　　　※操業開始前に指定の手続きが必要となります。


